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産業精神保健　29（特別号）：41-47，2021

Ⅱ―３ 在宅勤務や変則勤務におけるメンタルヘルス対策

はじめに

テレワークは，新型コロナウイルス感染症拡大
予防措置として2020年４月に発動された第１次緊
急事態宣言で一気に導入が進んだ．当時，社員や
家族，関係者の感染を防ぐために，十分な準備も
整わないまま，社員に在宅勤務を命じた企業も少
なくない．新型コロナウイルスの感染リスクが続
く中で，コロナ後もテレワークを継続させようと
する企業が徐々に出現しつつあるのが現状と言え
る．

会社概要
ここで簡単にPMPという組織を紹介させてい

ただく．
PMPは1994年設立の人事のコンサルティング

ファームであるピー・エム・ピー株式会社と特定
社会保険労務士が集まったPMP労務コンサル
ティングオフィスの２つの組織から成り，企業の
人事部のパートナーとして人事が抱えるいろいろ
な問題を人事と一緒に考えながらその会社にとっ
てのベストな解決法を提供することをミッション
としている．

社会保険労務士と言っても，諸先輩の多くが手
掛ける給与計算業務などは一切せずに，もっぱら
労務問題に絞り込んでいる．そのため，社員の健
康管理，企業の健康保全義務に係る相談は大きな

ウエイトを占めている．メンタル系疾患を抱える
社員の休職・復職の相談も多い．産業医の先生方
とのきめ細かい連携は，企業と当事者である社員，
さらにはその他の社員たちも含めた全体にとって
の最善の処方箋を提示するためには重要であると
認識している．産業医はPMPにとって貴重なパー
トナーである．

Ⅰ．行政によるテレワークの推進

厚生労働省（以下，厚労省）は，テレワークを
新型コロナウイルスの感染拡大予防措置としてだ
けでなく，仕事と生活の調和を図るという観点で
捉え，さらには育児との両立や介護離職の回避に
加えて，業務の効率化や生産性の向上の実現に資
するとして積極的な活用を呼びかけている．また
コロナ禍による在宅勤務の緊急導入の結果とし
て，通勤行為がなくなったための通勤手当負担の
大幅な軽減効果はすでに現れており，オフィスの
就労スペースの見直し，家賃の高い首都圏中心部
のオフィススペースを縮小し，家賃の安い首都圏
近郊でのサテライトオフィスの新設や，地方への
移転すら検討俎上に上がっている．テレワークの
先進，欧米を参照すれば，本制度を認める企業は
優秀な人材を獲得するには採用競争上の比較優位
にあるということはすでに多くの企業で検証され
ている．
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Ⅱ．ガイドラインを踏まえた 
テレワークの活用と実態

コロナ後もテレワークを継続的に活用する計画
の企業が増加している．

2021年3月25日，厚労省は「テレワークの適切
な導入及び実施の推進のためのガイドライン」１）

（以下，ガイドライン）を改訂した．
ここでは，ガイドライン別紙１の「テレワーク

を行う労働者の安全衛生を確保するためのチェッ
クリスト（事業者用）」（図１・２）から，当社の
実態や他社の事例もあわせてコメントする．

１）衛生管理者の選任，安全・衛生委員会の開催
（図１-１（１））
労働安全衛生法（以下，安衛法）に基づき，衛

生管理者，衛生委員会を核とした安全衛生体制に
よる健康保全の措置を整えようという考え方と
なっている．そこでの重要な役割を産業医が担う
ことは言うまでもない．責任は大きい．

２）長時間労働者に対する医師の面接指導（図２
-４（２））
労働時間は企業の健康保全義務の中心課題のひ

とつだ．しかしながらテレワークでは労働時間の
把握が難しい．

厚労省のガイドラインでもこの問題については
従前の法の枠組みまでの対応に留まっており，企
業の実務を考えれば実効性に疑問が残る．

厚労省はテレワークにフレックスタイムの導入
を推奨している．とくに，コアタイムを設けず，
さらには中抜きまでも認める弾力的なフレックス
タイムを推奨している．これ自体は首肯できる．
PMPで導入したテレワークの枠組みも標準形を
コアタイムなし，中抜きを認めるフレックスタイ
ムとしており，おおむね好評である．ただし，正
確な実労働時間の把握は難しい．労働時間管理シ
ステムを導入しても，中抜け時間までの把握など

は難しく，多くの場合，実態はシステム入力も含
めて各自の裁量に委ねられる．結局は自己申告と
ならざるを得ないのが実情である．したがって，
隠れ長時間労働が発生するリスクがある．とくに
まじめで一生懸命だがやや不器用な社員は，仕事
を抱えて夜中まで，あるいは明け方からという傾
向はすでに散見されている注）．

厚労省ガイドラインを受けて，PMPでも管理
職と人事には，メールの発信時刻チェックや
チャット記録，さらにはコミュニケーションを密
接に行う等により長時間労働を防止するようにと
の指導はしているものの，それだけで労働時間管
理が万全かといえば疑問があると言わざるを得な
い．目の前で働いていない部下の時間を自分が正
確に管理するのは無理だと訴える管理職は珍しく
ない．旧工場法から受け継いだ働く者の自己の裁
量を否定して使用者が労働者一人ひとりの労働時
間を厳格に管理するという労働基準法（以下，労
基法）の大本の発想が，働く実態とはかけ離れて
しまっている．

さらにはみなし労働時間の問題．厚労省は，在
宅勤務に対しては一定の条件付きだが，事業場外
労働時間制（労基法第38条の２）によるみなし労
働時間の適用を認めている．しかしながら，労働
時間は労基法に加えて安衛法も関係しており，事
業場外労働については，労基法ではみなし労働を
認めるものの，安衛法ではみなし労働ではなく実
労働時間を把握することとしている．同じ労働時
間を二重に管理することが使用者には求められて
いる．厚労省文書を注意深く読むと，使用者の責
任について，労基法では労働時間の“適正な”把
握とし，安衛法では労働時間の“客観的な”把握
と書き分けており，企業人事ではComplianceを
理由に，“書き分け”を反映した労働時間の二重
管理を行おうとしている．

人事であれば兎も角，現場の管理職に労働時間
の二重管理の仕組みを正しく理解させ適切に運用
するなどは実は無茶な話である．PMPで実施し

注 ）“明け方から”という働き方も在宅勤務の特徴．通勤所要時間を考えればこれまでにはまず起こらなかった事例．たとえば，子ど
もを保育園や学校に送り出す前に早起きして仕事をするというような働き方．朝の５時６時から働き始める事例も珍しくない．
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図１　テレワークを行う労働者の安全衛生を確保するためのチェックリスト（１枚目）１）
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図２　テレワークを行う労働者の安全衛生を確保するためのチェックリスト（２枚目）１）
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ている労働時間の管理職研修を振り返っても，労
基法と安衛法の労働時間の考え方は説明を繰り返
しても彼らの記憶にはほとんど残らない．

３）コミュニケーションの活性化（図２-６（１））
テレワーク勤務者の健康保全措置を考える際

に，コミュニケーションは重要な要素となる．欧
米の企業の在宅勤務のガイドライン（Guideline 
for Work from Home）を見ると，仕事上のコミュ
ニケーションに加えて，同僚同士の雑談を勧めて
いる．

日本でもいろいろな工夫が行われている．以下
にその例を挙げる．
・毎日，必ずチームの誰かと電話やオンラインで

話をすること
・WEBミーティングは，カメラオンで，参加者

が顔を見せ合う（カメラオンの強制はハラスメ
ントへのリスクがある点は要注意だが……）

・マネージャーは一人ひとりとのOne on Oneを
最低週１回，15分行う

・スーパーフレックスだが，13時から15時までは，
極力全員一緒に働こう．打合せや相談や確認は
その時間帯を活用しよう

・昼休みは12時から13時にして，その時間はでき
るだけ皆Zoomで会い，食事をしながらおしゃ
べりをしましょう
テレワーク勤務者に毎日15分程度の雑談時間を

取り入れた結果，ストレスチェックの結果やモラ
ルサーベイのスコアが改善したという事例報告も
あった．

厚労省が旗を振るテレワークガイドラインは労
働関係諸法令をもとに作成されている．しかしな
がら企業の実務を考えれば，労働法といった
Complianceで思考停止するのではなく，テレワー
クで実際に働く社員一人ひとりの実態を踏まえ
て，法の枠外となるさまざまな工夫が，テレワー
ク勤務者の健康保全には実は大切な意味を持つよ
うにも思う．

PMPで紹介しているイギリスの大手企業の
「5Tips for Work from Home」の５つ目のTips：

秘訣は，「毎日明るいうちに必ず一度は散歩しま
しょう」というもので「仕事が気になる人はスマー
トフォンを持ってでも外へ行こう！」との補足が
ある．このイギリス版の補足をそのまま日本で活
用すると，「使用者命令．散歩とは言え，スマー
トフォン携帯の指示があるので指揮命令下と判断
され労働時間となる」というような見解に出会う
ことになるかもしれない！？

そして，“事業場”の問題．今回取り上げた厚
労省ガイドラインでも前提となる概念である．

労基法では就業規則や36協定は事業場ごとに決
定され，事業場を統括するそれぞれの労働基準監
督署に届け出るとされる．安衛法も事業場の考え
方が土台で，産業医や衛生管理者の選任基準も事
業場単位であることはご高承の通りである．事業
場概念は育児・介護休業法，高年齢者雇用安定法，
労働者派遣法，最低賃金法等にも及ぶ．労働法適
用を考える場合の基本的単位となっている．
「事業場」とは，労働法では「一定の場所での

同様の組織的つながり」と定義される．実はこの
“一定の場所”という概念が，テレワークの進展
により馴染まなくなってきている．

おわりに 
――事業場に関連した事例を交えた問題提起

最後に，前述したテレワークによって生じる「事
業場」について，事例を交えた問題提起をした上
で，在宅勤務者の健康保全を考えたい．

ある外資系大手IT企業は，東京本社以外にも，
大阪や名古屋等大都市に支店を持つ．これまでは
東京本社，大阪支店，名古屋支店等全国の各拠点
がすべて事業場となり，各事業場の規模に応じて
衛生管理者・産業医を選任していた．しかし今回
のコロナ禍で95％以上の社員が在宅勤務となり，
これに伴い組織を見直し，東京本社を中心に部門
別の組織として再統合した．その結果，テレワー
クにより，以下のように就労の場所の制約から解
放された．
・所属は従来通り大阪支店．新しい上司は東京本

社
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図３　自宅等においてテレワークを行う際の作業環境を確認するためのチェックリスト１）
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・新入社員は沖縄在住．テレワークのため引っ越
しは不要．

・自分は名古屋，同じプロジェクトの同僚は仙台，
上司は大阪
このような場合，テレワークによって一人で自

宅という場所で就労しているが，自宅には事業場
の定義にある“同様の組織的つながり”はない．
したがって自宅は事業場ではない．

労働法各法や厚労省の通達は事業場を前提とし
ている．たとえば，安衛法の使用者の健康保全措
置義務の適用単位は事業場である．では，在宅勤
務者の健康保全はどう考えるのだろうか？

厚労省によれば，「在宅勤務者の自宅は事業場
ではない」，「在宅勤務者の就労環境である自宅は
事業場ではないため，労働安全衛生法による使用
者の就労環境整備義務の対象ではない」とするも
のの，在宅勤務者の健康保全を考えれば，「自宅

であっても使用者が事業場における就労環境整備
義務に準じて整える事を勧める」という姿勢とし
た．ガイドライン別紙２の「自宅等においてテレ
ワークを行う際の作業環境を確認するための
チェックリスト（労働者用）」（図３）をご参照い
ただきたい．環境整備の確認を労働者側に行わせ，
これに基づき労使が協力して作業環境の改善を図
るようにとしている．法の整合性は確かに取るこ
とはできようが，これで在宅勤務者の健康保全と
いう原理原則を考えれば疑問が残る．
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